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各 位 

2023 年１月 31日 

会 社 名 中 越 パル プ工 業株 式 会社

   代表者名 代表取締役社長 植松  久

（コード番号 3877 東証プライム市場）
問い合せ先   管理部長 秋永 吉男

（電話 0766－26－2404）

連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

当社は、本日開催の取締役会において、2023年４月１日（予定）を効力発生日として、当社100％出資

の連結子会社である株式会社中越エステート（以下「中越エステート」）を吸収合併（以下「本合併」）

することについて決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は、連結子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項及び内容を一部省略して

開示しております。 

記 

１．本合併の目的 

当社は、2022 年５月 31 日付「当社連結子会社における一部事業の営業権等譲渡の基本合意書締結に関す

るお知らせ」でお知らせしたとおり、2022 年 7 月 1 日付で株式会社文運堂の文具事業の営業権等の譲渡に

ついてショウワノートホールディングス株式会社と基本合意書を締結し、文具事業の営業権等を譲渡してお

ります。株式会社文運堂は 2022 年７月１日付で中越エステートに社名変更し、不動産賃貸事業のみを営む

会社として存続しておりますが、今般、組織の合理化や事務効率化を図るため、同社を当社に吸収合併する

ことといたしました。 

２．本合併の要旨 

（１）本合併の日程 

本合併は、当社においては会社法第 796 条第２項に規定する簡易合併であり、中越エステートにおいて

は会社法第 784 条第１項に規定する略式合併であるため、それぞれ合併契約の承認に関する株主総会を開

催いたしません。 

取締役会決議日 2023 年１月 31 日（本日） 

契約締結日 2023 年１月 31 日（本日） 

実施予定日（効力発生日） 2023 年４月１日（予定） 

（２）本合併の方式 

   本合併は、当社を存続会社とする吸収合併方式であり、中越エステートは、解散いたします。 
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（３）本合併に係る割当ての内容 

中越エステートは、当社の完全子会社であるため、本合併による株式その他の金銭等の割当て及び交付は

行いません。 

（４）本合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

   該当事項はありません。 

３．本合併の当事会社の概要 

 存続会社 消滅会社 

（１）商号 中越パルプ工業株式会社 株式会社中越エステート 

（２）所在地 東京都千代田区内幸町一丁目３番２号 東京都千代田区内幸町一丁目３番２号

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 植松 久 代表取締役社長 森田 浩生 

（４）事業内容 紙パルプ製品の製造販売、発電事業 不動産賃貸事業 

（５）資本金 18,864 百万円 96 百万円 

（６）設立年月日 1947 年２月 20日 1909 年９月 15 日 

（７）発行済株式数 13,354 千株 907 千株 

（８）決算期 ３月期 ３月期 

（９）大株主の状況 

（2022 年９月末時点）

王子ホールディングス株式会社  

              20.62％

当社 100％ 

 日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）        6.00％

 日本紙パルプ商事株式会社  5.32％

 株式会社北陸銀行      4.29％

 新生紙パルプ商事株式会社  4.23％

 国際紙パルプ商事株式会社  4.00％

 株式会社日本カストディ銀行（信託口

４）            3.12％

 株式会社みずほ銀行     3.00％

 農林中央金庫        3.00％

 株式会社日本カストディ銀行（信託口）

2.57％
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（10）直前の事業年度の財政状態および経営成績 

決算期 
中越パルプ工業株式会社 株式会社中越エステート 

 2022 年３月期（連結） 2022 年３月期（単体） 

 純資産 48,620 百万円 454 百万円

 総資産 122,029 百万円 2,157 百万円

 １株当たり純資産 3,639.20 円 501.18 円

 売上高 90,104 百万円 4,640 百万円

 営業利益 2,352 百万円 23 百万円

 経常利益 3,077 百万円 26 百万円

 親会社株主に帰属する

当期純利益 
1,268 百万円 ▲82百万円

 １株当たり当期純利益 95.02 円 ▲91.21 円

４．本合併後の状況 

 本合併による当社の商号、本店所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期の変更はあ

りません。 

５．今後の見通し 

本合併は当社 100％出資の連結子会社との合併であるため、当社の連結業績に与える影響は軽微でありま

す。 

以上 


